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（出所：石井幸雄. Abigail J. Sellen; Richard HR Harper 著「ペーパーレスオフィスの























チェスター  F. カールソンは、ゼロックス複写機の基本技術を発明した (9)。以下に、








1937 年には、電子写真法についての最初の特許を申請。1938 年 10 月 22 日、ついに
ガラス板に書いた文字「10.－22.－38」 と「ASTORIA*」を、硫黄を塗った金属板から
ワックスを塗った紙に複写する実験に成功する。研究に取り組んで 4 年目、独力でた
どりついた第一歩であった。」（出所：「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 














図 1 ゼログラフィ技術による最初の複写 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
図 2 チェスター F. カールソン 




「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9)より）。 
ハロイド社（ゼロックス社の前身）は、カールソンが発明した複写技術（ゼログラ
フィ技術）への助成を行い研究開発が進められる。その結果ハロイド社は 1949 年に、
ゼログラフィ技術を用いた最初の複写機「Xerox Model A Copier」を発売した。当初
のモデルは、軽印刷向けの機械であった。その後も研究開発費や人材を投入し続け、























なる Graphical User Interface（GUI）を搭載したコンピュータを開発、デジタル技術
の促進に貢献していくこととなる (9,12-14)。以下、ゼロックス社が開発したコンピュータ




Research Center）において、1973 年の Alto コンピュータの開発以降生み出されてき
たもので、それまでのコンピュータとは操作性が一変していた。それまでのコンピュ
図 3 Xerox 914 





多くのアイデアのヒントを同研究所で使用されていた Alto から得て、後に Macintosh
に活かしたことはよく知られている。」 



























図 4 Alto の GUI 
（出所）Encyclopaedia Britannica (12) （出所）”Xerox Alto”, Wikipedia (14) 









































（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9)、Sustainability Report 2016(10) を基に筆者作成  
















































中高速機では 1983 年発売の「4370」「5870」が、高速・超高速機では 1985 年発売の
「7790」「9900」が高い評価を受けた。 









し、ネットワーク環境を簡単に構築できるなど技術の幅を広げ、1986 年には約 800 社・
6000 台まで事業を拡大した。 










結果誕生した 1992 年発売の「A color 635/630」は、デジタルカラー機市場で高く評価
され大ヒットとなった。「Able」「A color」を開発した富士ゼロックスは、デジタル
化・カラー化を推進し、更に他の OA 機器とのネットワーク接続を可能とすることで、







































開発のデジタル印刷機「Color DocuTech 60」を 2000 年に、校正等を目的とした「Color 
1256 GA」を 2003 年に発売するなど同市場における製品ラインアップを強化し優位性
を拡大した。また 2010 年に発売した「Color 1000 Press」シリーズと後継機「Iridesse」










































（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (18) 



































ナーを、化学合成で製造するものである。こうして開発された EA トナーは、約 5.8 マ
イクロメートルの小粒径化により高画質を実現し、かつ環境安定性などの様々な機能
を満たすものとなり、2001 年以降の多くの製品に標準トナーとして搭載されるように
なった（図 11）。富士ゼロックスのトナーは、その後も EA 法をベースに改良が重ね
られ、更に高機能化を進めることで用途拡張に貢献してきた。 
 富士ゼロックスは、1990 年代以降のカラー化の取り組みにおいて、従来モノクロ機




図 9 感光体周辺の構成(1 色分) 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
図 10 カラー構成(装置全体) 






きた。図 12 に、富士ゼロックスが保有する色間の位置調整技術、iReCT 技術(Image 

































図 11 乳化重合法によるトナー製造 図 12 カラー安定化技術 
（出所）富士ゼロックス  50 年のあゆみ (9) 
（出所）富士ゼロックス  ウェブサイト (19) 
図 13 デジタルカラー印刷機「Color 1000 Press」シリーズ 


















































1993 年から開発を開始し 1996 年に上市した、電子ドキュメントのハンドリング・ソフ



































書情報を取り扱う技術です。」（出所：富士ゼロックス ウェブサイト (24) ） 




























DocuWorks 開発責任者に聞く」 (26)） 
 
4.3.4 紙・電子ドキュメントの共存技術 






「富士ゼロックス 50 年のあゆみ」 (9) ） 












































より業務の自動化を狙ったサービス「Next Generation MPS」を提供するに至る。 
以下に、富士ゼロックスの「Next Generation MPS」への取り組みについて記載する
（出所：「富士ゼロックス ウェブサイト」 (27) ） 
図 16 ApeosPort によるマネージド・プリント・サービス 























































































































































図 15 特殊色トナーによる用途展開 



































































































































































































































(1) Stiglitz, J. E., Walsh, C. E. (2006). 「スティグリッツ ミクロ経済学（第３版）」, 東洋経済新報社. 
(2) 神取道宏. (2014). 「ミクロ経済学の力」, 日本評論社. 
(3) 一橋大学イノベーション研究センター編. 「イノベーションマネジメント入門」, 日本経済新聞社. 
(4) 原拓志・宮尾学. (2017). 「技術経営」, 中央経済社. 
(5) Samuelson, P. A. (1958). An exact consumption-loan model of interest with or without the social 
contrivance of money. Journal of political economy, 66(6), 467-482. 
(6) Diamond, P. A. (1965). National debt in a neoclassical growth model. The American Economic 
Review, 55(5), 1126-1150. 
(7) Sellen, A. J., & Harper, R. (2007). 「ペーパーレスオフィスの神話: なぜオフィスは紙であふれてい
るのか?」, 創成社. 
(8) 石井幸雄. (2008). Abigail J. Sellen; Richard HR Harper 著, 柴田博仁・大村賢悟訳, 「ペーパーレ
スオフィスの神話: なぜオフィスは紙であふれているのか? 」, 創成社, 2007.11, 280p., 2,730 円 
(税込), ISBN: 978-4-7944-2274-3. レコード・マネジメント, 56, 120-125. 
(9) 「富士ゼロックス 50 年のあゆみ 1962-2012」, 富士ゼロックス株式会社, 2013 年 9 月. 
(10) 「Sustainability Report 2016 創る、つながる、未来へ」, 富士ゼロックス株式会社, 2016 年 8 月. 
(11) 土屋元彦. (2018). 「現場主義を貫いた 富士ゼロクスの“経営革新” 品質管理、品質工学、信頼
性高額、IE の実践論」, 日刊工業新聞社. 
(12)  “Alto Computer”, Encyclopaedia Britannica. 
https://www.britannica.com/topic/Alto-computer (2020.01.10 accessed) 
(13) 「Alto」, ウィキペディア（Wikipedia）. 
https://ja.wikipedia.org/wiki/Alto (2020.01.10 accessed) 
(14) “Xerox Alto”, Wikipedia. 
https://pt.wikipedia.org/wiki/Xerox_Alto (2020.01.10 accessed) 
(15) 木内豊. (2013). デジタル印刷の強みとこれから (特集 進み続けるデジタル印刷). 印刷雑誌, 96(3), 
5-9. 
(16) 前川美絵. (2015). プロジェクト間の組織調整プロセス. 組織科学, 49(1), 66-80. 
(17) 富士ゼロックス ウェブサイト「ApeosPort-VII C7788 / C6688 / C5588」 
https://www.fujixerox.co.jp/product/multifunction/ap7_c7788 (2020.01.10 accessed) 
(18) 富士ゼロックス ウェブサイト「プリントの原理」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/technical/shikumi/process/03_01.html (2020.01.10 
accessed) 
(19) 富士ゼロックス ウェブサイト「デジタル画像位置制御技術（IReCT）」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/technical/production/digital/irect.html (2020.01.10 
accessed) 
(20) 富士ゼロックス ウェブサイト「Iridesse Production Press」 
https://www.fujixerox.co.jp/product/publishing/iridesse (2020.01.10 accessed) 
(21) 森林保全と紙利用 WWF ジャパン  
https://www.wwf.or.jp/activities/basicinfo/1382.html (2020.01.10 accessed) 
(22) 持続可能な紙利用のためのコンソーシアム WWF ジャパン 
https://www.wwf.or.jp/tags_k_774/ (2020.01.10 accessed) 
(23) 富士ゼロックス ウェブサイト「環境に配慮した紙をつくる」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/eco/office/paper/product.html (2020.01.10 accessed) 
(24) 富士ゼロックス ウェブサイト「電子文書技術（DocuWorks）」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/technical/production/document/docuworks.html 




https://www.fujixerox.co.jp/company/news/release/2017/001359 (2020.01.10 accessed) 
(26) ITmediaエンタープライズ「電子の世界で実現した紙の使い勝手 DocuWorks開発責任者に聞く」 
https://www.itmedia.co.jp/enterprise/articles/1003/10/news001.html (2020.01.10 accessed) 
(27) 富士ゼロックス ウェブサイト「Next Generation MPS」 
https://www.fujixerox.co.jp/solution/dos/service/next_gen_mps.html (2020.01.10 accessed) 
(28) 柴田博仁・大村賢悟. (2011). 答えを探す読みにおける紙の書籍と電子書籍端末の比較. 研究報告ヒ
ューマンコンピュータインタラクション (HCI), 2011(5), 1-8. 
(29) 柴田博仁. (2017). ペーパーレスオフィスはなぜ来ないのか? 紙はどこで使われるのか?. 日本画像
学会誌, 56(5), 537-544. 
(30) 尾鍋史彦. (2012). 紙と印刷の文化録―記憶と書物を担うもの. 印刷学会出版部. 
(31) 「紙」×「電子データ」は共存できるか. 尾鍋 史彦. リコー. 
https://www.ricoh.co.jp/mfp/media/ (2020.01.10 accessed) 
(32) 大野智裕・西海秀文・宮越ゆき子. (2019). 特殊色専用印刷機: DocuColor7171P (Model-ST) の紹介. 
In Imaging Conference Japan 論文集 (pp. 87-90). 日本画像学会. 





https://www.fujixerox.co.jp/company/news/release/2019/62003 (2020.01.10 accessed) 
(35) 富士ゼロックス ウェブサイト「業界初 特殊色専用 A4小型 LED プリンター発売」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/news/release/2019/67496 (2020.01.10 accessed) 
(36) 富士ゼロックス ウェブサイト「会社概要」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/profile (2020.01.10 accessed) 
(37) 富士ゼロックス ウェブサイト「「環境」に関する 2018 年度の主な取り組み」 
https://www.fujixerox.co.jp/company/csr/svp2030/environment/activityreport.html (2020.01.10 
accessed) 
(38) 国立環境研究所ウェブサイト「電気自動車は環境にやさしいの？ - 国立環境研究所」 
https://www.nies.go.jp/social/traffic/pdf/7-all.pdf (2020.01.10 accessed) 
(39) GNV ウェブサイト「電気自動車は環境に優しいのか？」 
http://globalnewsview.org/archives/6702 (2020.01.10 accessed) 
(40) PR TIMES ウェブサイト「KLM オランダ航空、10 月 7 日に創立 100周年を迎え、代表取締役社長
兼 CEO ピーター・エルバースが来日記者会見を実施」 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000047790.html (2020.01.10 accessed) 
(41) 環境省ウェブサイト「プラスチックを取り巻く国内外の状況 - 環境省」 
http://www.env.go.jp/council/03recycle/y0312-01/y031201-2r3.pdf (2020.01.10 accessed) 
(42) 環境省ウェブサイト「海洋プラスチック問題の解決に向けた 環境省の取組について」 
https://www.env.go.jp/water/marirne_litter/mpl1-d3-1.pdf (2020.01.10 accessed) 
 
ソニー・ウォークマンは、ソニー株式会社の商標です。 
アップル・iPod・Macintosh は、Apple Inc.の商標です。 
リコー・IMAGIO は、株式会社リコーの商標です。 
キヤノン・CLC-1 は、キヤノン株式会社の商標です。 
KLM は、KLM オランダ航空の商標です。 
 33 
参考文献 
Abernathy, W. J., & Clark, K. B. (1985). Innovation: Mapping the winds of creative destruction. 
Research policy, 14(1), 3-22. 
Christensen, M. (1997), “The Innovator’s Dilemma”, Boston: Harvard Business School Press. 
（玉田俊平太監修・伊豆原弓訳. (2001). 「イノベーションのジレンマ」, 翔泳社.） 
魏晶玄. (2001). 製品アーキテクチャの変化に対応する既存企業の組織マネジメント--組織内資源の移
動と再結合による異質な資源の創造プロセス. 組織科学, 35(1), 108-123. 
一小路武安. (2016). 技術併存期におけるハイブリッド製品の開発: 新技術部門のマネジャーと適応的
技術者の役割. 組織科学, 49(3), 72-89. 
三上富三郎. (1982). 「ソーシャル・マーケティング:21世紀に向けての新しいマーケティング」,同文館. 
延岡健太郎. (2006). 意味的価値の創造: コモディティ化を回避するものづくり. 國民經濟雜誌, 194(6), 
1-14. 
延岡健太郎. (2008). 価値づくりの技術経営: 意味的価値の創造とマネジメント. 一橋大学機関リポジ
トリ, 1-24 
野田朗子. (2000). 環境配慮型製品のマーケティング戦略. 同志社政策科学研究, 2(1). 
長内厚. (2009). オプション型並行技術開発. 組織科学, 43(2), 65-83. 
長内厚. (2013). 製品コンセプトイノベーション. 組織学会大会論文集, 2(2), 16-22. 
長内厚. (2019). 新規事業における既存技術のバランス. 經營學論集 第 89 集 日本的経営の現在 －日
本的経営の何を残し, 何を変えるか－, 60, 1-6. 
塩澤修平・大滝英生・檀原浩志. (2010). 経済成長, 環境および環境保全の誘因. 慶応義塾大学学術情報
リポジトリ, 10(7), 0-20. 


































■ 複写機製造業・オフセット印刷業の出荷額（10 年） 
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（出所）経済産業省  工業統計  産業編  
のデータから筆者が作成  
図 A2 複写機製造業の出荷額 
図 A3 オフセット印刷業 
     （紙に対するもの）の出荷額 
（出所）経済産業省  工業統計  産業編  
のデータから筆者が作成  
(B 円) (B 円) 
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■ 富士ゼロックスの売上高・営業利益（12 年） 
図 A4 は富士ゼロックスの売上高、図 A5 は営業利益の変化を示す。富士ゼロックスの
売上高は多少の増減は見られるものの概ね横ばいとなっている。一方、営業利益は、12 年
間に渡り増加傾向を示している。なお、2017 年度の営業利益が少ない理由は構造改革費用







































（出所）富士フイルム  有価証券報告書  
図 A4 富士ゼロックスの売上高 (B 円) 
（出所）富士フイルム  有価証券報告書  
(B 円) 図 A5 富士ゼロックスの営業利益 
2019 年度は予測（2019 年 11 月 12 日時点）  2019 年度は予測（2019 年 11 月 12 日時点）  
